
































































































































































































































































































































































































1鹿卜 2嘉懇 3露署 4轟署 5轟黙











































































































































































































































































































































































































































17．6 23．8 26．6 25．1
．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　72．9　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7．2　　　10．7
5．0 71．5　　　　　　　　　　6．2 1L4
2．7
30．4 29．9　　　　　　　20．1 11．5
．0
34．0
　　㍑
Q8．O　　　　　　i8．4 12．4
4．1 2
40．0 30．7 16．6
3．0 2．2
39．2 32．5 19．1
2．6
19．6　　　　　　　　16．6　　　　　　　　　　　　39．1 15．8　　　一
1．5
18．1 19．1　　　　　　　　　　　　　　　3860 19．4
1
　　　　　　　　〃
Q2．0　　　　8．3　　　　　　　　　z 48．5 13．6
42
28．0 48．1　　　　　　　　　　15．1
45　　　　　　　1．4
56．8 22．6　　　　9．8
．2
64．0 16．9　　　10．2
●
64．1 19．2　　　10。2
3．2 3．5
59．3 20．1 ≡i11．7
．1
5． 58．1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　15．8 13．5
42
12．2 47．9　　　　　　　　　　　　　　　17．6 15．6
2．0
8．6 51．0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　17、7　　　　　　　　　　16．0
3．5
15．1 笏40・9 19．4　　　　　17．9
夫 妻
夫，妻
ｯし程度
その他の
ﾆ　　族
該　当
ｵない
3．2
1．2
6．7
4．7
7．2
4．7
6．7
6．9
3．6
3．0
5．4
4．2
6．3
4．0
6．3
4．0
6．6
3．2
4．9
2．7
3．8
2．2
4．4
2．5
4．8
3，2
不明
図12　家庭生活における夫，妻の役割分担の状況
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ている。「子どものしつけ」は実際に身のまわりの世話をする育児よりも広い概念である
が，ここでもやはり妻の方が多く4～5割が一人で担当している。これらは他の項目と異
なり，それを遂行するのに時間と労力を要するいわゆる家事作業に分類されるものである。
「女は家庭」の観念はこの家事作業の部分で実際に生きている。
　女性の調査で「家事」を「夫，妻，同じ程度」で行っていると回答した者は全体で3％
であるが，相対的にこれより多い層は，配偶者が無職である者11．1％，自分自身が職業を
持ちその年収が200～400万円である者7．0％，職種では技能職7．7％，専門・管理職7．1％，
サービス業6．7％，地位では代表者7．7％，臨時など7．1％等である。年齢別では顕著な傾向
はみられなかった。
　「近所づきあい」を「夫，妻，同じ程度」で行っていると回答した者は全体で19．2％であ
るが，相対的にこれより多い層は年齢では50代26．0％，中学卒26．7％，夫の職業が自営業
30．1％，無職27．8％で比較的長くその土地に居住している者である。これらの人たちにとっ
て近隣関係は，他の人たち程には失われていないと見ることができるだろう。
　「子どものしつけ」に「夫，妻，同じ程度」で関わっているのは全体で20．3％であるが，
相対的にこれより多い層は幼稚園，保育園児から大学生までの子どものいる世帯
26．2～34．1％，世帯年収が高額であり（1，000万円以上の世帯では34．1％），妻はスポーツ
のサークル活動に積極的に入り35．3％，現在の家庭生活には満足しており27．6％，婦人問
題にも非常に関心がある30．6％等である。現代のいわゆるエリート層といえようか。
②夫，妻，共同で行うことが多い項目
　夫や妻が単独で行うよりもむしろ共同で行うことが多い項目は，その割合が高い順に「将
来の生活設計」「子どもの教育方針」「家族旅行」「夫と妻の小遣いの決定」である。これら
は日常の家庭生活の運営方針を決定するものであるが，実際の労働を必要としないいわゆ
る家事管理の分野に属す。以下，女性側の調査でより詳しく見よう。
　「将来の生活設計」を「夫，妻，同じ程度」に行うと回答した者は，女性の48．5％であ
る。相対的にこれより多い層は，夫婦と未成熟の子どもからなる核家族世帯63．2％，世帯
年収400～600万円60．9％，夫は正社員65．1％，家庭生活は「夫上位，i妻上位，どちらとも
いえない」63．2％，男女の役割分担意識にはあまり同感するほうではないが，男の子は「男
らしく」，女の子は「女らしく」しつけることを「やむをえない」と考えている層60．2％，
妻が仕事を持っている場合は「家族従業者」60．5％，持っていない場合は「そのうち職業
を持つつもり」と考えている層62．2％，妻は現在スポーツ活動に積極的に参加している
64．7％。年齢的には若い世代ほどこの傾向が強い。いわば今日最も多くの人たちから「そ
うありたい」と支持されている家庭像であろう。
　「子どもの教育方針」についても「将来の生活設計」におけるのとほぼ同様の傾向が見ら
れるが，主に「子どもの進学」を巡っての事柄であるためか，年代は30～40代が中心で
52．6～53．3％，世帯年収は600～800万円62．0％，妻もパートや内職で働き始めた者
49．6～51．7％が多くなる。
③夫の担当分が多い項目
　夫が妻より多く担当している家事項目は，その割合の多い順に「重大問題の最終判断」
「高額な購入」「財産の管理」である。生活設計に関して話し合いはしていても，最終的な
所では夫が判断を下し，また日常の財布の出し入れば妻に任せても，財産の管理は夫がき
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ちんとしている。ここにやはり夫の権威は厳然と存在しているようである。
　女性の調査で見ると，「重大問題の最終判断」を「夫，妻，同じ程度」に行っているのは
全体で22．6％であるが，明らかに学歴による差が見られ，中学卒は19．1％，高校卒は22．4％
であるところ，大学卒は37．0％にも上っている。相対的に割合の高い層は末子が小学校低
学年以下であり31．7～32．3％，夫は正社員31．3％もしくは無職31．5％，家庭生活は「妻上
位」33．7％もしくは「どちらともいえない」36．0％，婦人問題には非常に関心があり
30．6％，男女の役割分担には非同感で28．8～32．2％，子どものしつけについても男女を区
別しない32．1％。妻自身の職業に関しては「有り」19．9％，「無し」25．9％と無職の方が多
く，女性の社会的な活動に関してもそれが女性の地位を高めることにはつながらないと考
えている31．0％。結局これらの女性たちは，知識を多く得ることによって夫との対等な関
係を作ることができたということだろうか。もっとも妻自身に400万円以上の収入がある場
合には夫と同等の割合は34．8％に上り，この意味ではやはり職業の裏打ちが重要であるこ
とも推測できる。
　「財産の管理」については，主に夫が行うことが多いものの，妻もしくは夫と妻と同程度
という回答も多いので，夫と妻の関与の率の差ということで見てみよう。全体では夫が
0．5％だけ関与率が高いのであるが，年齢別で見ると30代で妻の関与率が最も高く13．7％，
20代がこれに続く1．7％。40代以上では段々に夫の関与率が高くなる。また世帯年収が高く
なるにしたがって夫の関与率も高まっている。妻の学歴が高くなるにしたがってまた夫の
関与も多くなっているが，これは世帯年収の方に大きく影響されているためであろう。妻
が無職の場合は夫が4．2％，有職の場合は妻が3．0％多く，その際も妻自身の収入の多いほ
ど関与率が高い14．3％。また婦人問題に非常に関心があり25．0％，男女の役割分担に同感
しない層27．2％で妻の関与率が高い。
　2）財産の名義人（図13）
　「土地」「家屋」は5割弱が夫の名義で，妻の名義および「夫，妻，同じ程度」であるも
のはこの十分の一である。また「該当しない」というものは3割しかない。「自動車」の名
義人もこれと非常によく似た分布状況で5割強が夫である。妻および「夫，妻，同じ程度」
であるものの割合は「土地」「家屋」よりも少なく，さらに「該当しない」は3割弱であ
る。以上の3項目は一般の所有率も高く，そのほとんどが夫の名義であるということで共
通性がある。
　「営業上の資産」も2割弱夫名義で，妻名義，「夫，妻，同じ程度」はこの十分野一，結
局そのほとんどが夫の財産ということになるが，「該当しない」が5割を超えている。「株，
債券，投資信託など」も妻の名義となっている割合が多少高くなっている程度で，基本的
には「営業上の資産」の名義人の分布と同じである。
　「定期預金，積立預金」は夫の名義が34．7～36．5％，「夫，妻，同じ程度」が
28．1～29．5％，妻の名義が14．4～19．2％である。妻の名義のところで男性回答と女性回答
とで開きが出ているのは，妻のへそくり分であろうか。
　妻の名義が多いのは「生命保険の受取人」の項だけである。ほぼ5割が妻で，2割弱が
「夫，妻，同じ程度」，1割強が夫という分布である。夫は妻の受取額を過大に評価し，妻
は夫の受取額を過大に評価する傾向があるようである。
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図13財産の名義人
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　以上の結果，「財産の最も多い人」は夫で，男女の回答とも5割近くに達している。妻，
「夫，妻，同じ程度」はこの十分の一にも満たない。前間においては「財産の管理」を主
にする者は夫が多かったものの，妻あるいは「夫，妻，同じ程度」もほぼこれと並んでい
た。しかし，実際の名義人がほとんど夫であるということは，真の管理者はやはり夫であ
るということにならないだろうか。つぎに「土地」と「定期預金，積立預金」に関して
「夫，妻，同じ程度」に名義があると回答した者の属性を，女性調査から簡単に見ておこ
う。
　「土地」に関していえば，「夫，妻，同じ程度」は女性全体では4．2％であるところ，20代
5．9％，大学卒7．4％で多少高いが，より影響があるのは妻の仕事であり，管理職14．0％，
正社員10．0％，ずっと職業を続けており10．6％，自分自身の年収は「200～400万円」
9．6％，「400万円以上」17．4％である。世帯年収は「1，000万円以上」11．4％，男女の役割
分担には「同感しない」12．1％，しかし女性が職業を持つことがすぐには「女性の社会的
な地位を高める」ことにつながらないと考えている10．3％，その結果であろうか学習活動
や婦人会などの活動に積極的に参加している者が多い19，0％。
　また「定期預金，積立預金」では，「夫，妻，同じ程度」は女性全体では28．1％である
が，年齢，学歴が上がる程，また世帯収入が多くなる程多くなる。相対的に割合の高い層
は，夫婦のみの世帯40．6％，学習活動に積極的に参加している層47．6％，婦人問題に非常
に関心があり38．9％，今後女性の社会的な地位を高める必要があると考えている層39．4％
等である。女性の職業の有無ではむしろ無職者にこの割合が高いが，しかし有職者の中で
も代表者35．9％，管理職37．2％は無職者よりこの割合が高い。夫婦の平等を考えるなら，
財産関係の平等がまず必要とされるだろう，これはあくまで平等の第一歩で，決してすべ
てではないが。しかしその第一歩のところで平等を獲得するためには，現代においては妻
も自分自身の安定した収入を得るということがとても重要な要因であるといえよう。
6．結婚観，離婚観
　1）結婚観（図14）
　男の人の場合「ぜひ結婚する方がよい」は女性で39．4％，男性で54．1％であり，「できる
だけ結婚する方がよい」が女性36．0％，男性31．3％，「結婚する必要はない」女性0．7％，
男性1．2％，「どちらでもよい」女性16．2％，男性12．7％である。
　女の人の場合「ぜひ結婚する方がよい」は女性で36．2％，男性で51．6％，「できるだけ結
婚する方がよい」女性43．9％，男性29．3％，「結婚する必要はない」女性1．5％，男性
0．2％，「どちらでもよい」女性17．9％，男性10．9％となっている。
　「ぜひ結婚する方がよい」は男の人の場合よりも，女の人の場合の方が多少少なく，さら
にいずれの場合でも，男性の回答と比べ女性回答の方が15％程度少ない。女性自身がぜひ
とも結婚しようとは思ってはいないし，また一般もこの風潮を是認しているようである。
以下ではまずこの女の人の場合の「ぜひ結婚する方がよい」に関する女性回答を見ていこ
う。
　この回答の支持率は年齢では30代が最も少なく28．0％，ついで20代の33．6％，40代から
は年代が上がる毎に多くなる。学歴とはほぼ反比例で，ミ学歴が高くなるほど支持率は低く
なる。女性が有職か無職かということでは，際立った特徴は見出せない。職業継続期間や
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図14結婚観
自分自身の収入額の多寡，職業上の地位についても同様である。むしろ意識的な要素に非
常に支配されており，職業観で「結婚後は職業を持たない方がよい」と考える層で支持率
が高く52．1％，「ずっと継続するのがよい」と考える層で低い23．6％。また男女の役割分担
に同感する層で支持率が高く53％，同感しない層で低い15．2％。
　男の人の場合の「ぜひ結婚する方がよい」に関する男性回答においても，年齢，学歴，
男女の役割分担意識，女性の職業に対する考え方との関連では，女の人の場合に関する女
性回答とほぼ同じ傾向が見られる。さらに自分自身の収入よりも世帯収入との関連が強く，
世帯の年収が多くなる程支持率が高くなっている。このことは妻が職業を持ち収入を得て
いる夫の方が無職の妻を持つ夫よりも支持率が高いことと関係しているのであろうか（妻
自営65．6％，正社員62．8％，無職・臨時など56．3％）。いずれにしろ，ここでも妻の職業に
関しては意識の面と実態の面で違いが見られる。また家庭生活に満足している夫の71．7％，
生きがいを非常に感じている夫の75．4％までもが，「ぜひ結婚する方がよい」を支持してい
ることも特筆に値する。
　これらのことから以下のように結論づけることは早計であろうか。男女の高学歴化は，
とくに女性にとってのそれは伝統的な男女の役割分担意識を換え，主にこのことが現在の
結婚に対する忌避の現象をもたらしている。女性の職業活動は，結婚後もそれを継続して
いる場合は収入の面で夫側の満足度も増すので，女性にとって家事との二重の負担が掛
かってもそれを相殺する何かがあるのではないだろうか。つまり妻が職業を持っていると
いう要因は，「ぜひ結婚する方がよい」という結果には妻側にはプラス・マイナス・ゼロと
して，夫側にはプラスとして働いている。これらのことがあいまって，現代の社会では女
性には結婚忌避の，男性には結婚願望の現象が起きているのではないか。
　2）結婚後の姓（図15）
　夫婦とも「夫の姓」は女性の60．1％，男性70．0％，夫婦とも「妻の姓」は女性0。5％，男
性0，「姓が一緒」であればどちらでもよいは汝性30．4％，男性20．8％，「今までの姓」を
変える必要はないが女性4．5％，男性5．0％である。現行民法では「夫婦は，婚姻の際に定
めるところに従い，夫又は妻の氏を称する」と定められているが，実態は90％以上が夫の
氏を称する婚姻である。「姓が一緒」であればよいというのでは現代では結局のところ，「夫
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図15結婚後の姓
の姓」になってしまう。そこでここでは「今までめ姓」を支持している層を中心に考察し
ていきたい。
　姓を変える必要はないと考えている女性が相対的に多いのは，30代8．0％，大学卒7．4％，
既婚で配偶者と離死別した者8．8％，子どものいない層8．2％，職業を継続している9．9％，
職種は専門・管理7．1％，販売8．2％，地位では代表者7．7％，正社員8．3％，本人の年収は
200～400万円7．9％，400万円以上8．7％，意識としても職業を継続するべきだと思っている
1L8％，学習活動に積極的に参加し14．3％，婦人問題に非常に関心があり16．2％，男女の
役割分担に同感せず16．7％，女性の社会的地位を今後も高めていく必要があると考えてい
る10．4％等の層である。
　男性についてもほぼ同様で，30歳代8．3％，末子が小学校高学年9．5％，妻が正社員で
9．3％，夫自身も婦人問題に非常に関心があり15．8％，男女の役割分担にはあまり同感せず
14．1％，子どものしつけに関しても男女区別しない20．4％，女性の社会的地位を今後も高
めていく必要があると考えている9．2％等である。この姓の問題に関しては，女性問題に意
識的に係わっている層および実際に職業を持って個人として活動している層で，現行制度
に対する懐疑が強いようである。
　3）離婚観（図16）
　どんなことがあっても「離婚すべきではない」と考える者は女性で13．4％，男性で
16．9％，離婚を考えるほどの問題があっても「離婚しない方がよい」は女性20．3％，男性
26．1％，離婚を考えるほどの問題があれば「離婚した方がよい」は女性50．9％，男性
42．2％，相手に満足できない時は「いつ離婚してもよい」は女性2．4％，男性3．5％である。
概して女性の方が男性よりも離婚に対して許容的な態度である。
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　女性調査によると，年齢別では「すべきではない」は年齢が高くなるほど多くなり，「し
ない方がよい」も20代と30代の入れ替わりはあるが，概して年齢が高くなるほど多くなっ
ている。これに対して「した方がよい」はやはり20代と30代の入れ替わりがあるが，概し
て年齢が高くなるほど少なくなる。結局30代が離婚に対して最も許容的で，つぎに20代，
その後40代，50代と年齢を重ねるにつれて非許容的になっている。
　学歴別では「すべきではない」は学歴が高くなるほど少ない。「しない方がよい」は大学
卒が最も多く，中卒がこれに続き，短大卒は最も少ない。また「した方がよい」は短大卒
が最も多く，大卒，高卒，中卒と続く。結局離婚に対する許容度は中卒，高卒，大卒，短
大卒の順で大きくなっている。
　仕事の有無で大きく分けた場合には「すべきでない」が有職者13．3％，無職者13．4％，
「しない方がよい」有職者19．9％，無職者21．1％，「した方がよい」有職者51．1％，無職者
50．5％，「いっしてもよい」有職者2．2％，無職者2．7％と両者ほとんど変わりがない。有職
者の中で見ると，ずっと継続している者や職業に就いている期間が中断期間より長い者は
ほぼ全体と同じような分布状況であるが，職歴の方が短い者は離婚に対して許容的な態度
が強くなり，ごく最近就職した者は非許容的である。無職者では今後も就職する気はない
者は全体と同じような分布状況で，そのうち就職するつもりの者が許容的，現在世してい
る者は非許容帯である。つまり，職に就くつもりのない者や職歴の長い者はそれなりに安
定した離婚観を有しているが，そのうち就職するつもりの者は離婚に許容的で，実際に求
職活動をしたり職に就いて間がない時期には一時的に非許容的になり，ある程度職場に慣
れてくると再び許容的になっている。これが職歴が長くなると次第に安定してくるのであ
ろう。
　男女の役割分担意識との関連では，「同感する」は非許容的で「まあ同感する」「同感し
ない」「あまり同感しない」の順に許容度が高くなる。また婦人問題に関心のある層はむし
ろ非許容的で，関心のあまりない層の方が許容的である。さらにこの10年間に女性の地位
がかなり高まったと評価する者よりも，あまり評価していない者の方が離婚に対してより
許容的である。これらのことから一般にいわれているほど女性の地位の向上と離婚の増加
との間に強い因果関係を考えるのはどうだろうか。
　4）離婚増加の原因（図17）
　現在離婚が増加していることの原因として考えられるものを3項目ずつ選んでもらった
が，男女の回答にあまり大きな差違は認められなかった。1位から5位までは男女ともまっ
たく同じで「夫婦とも忍耐しなくなったから」女性66．2％，男性60．5％，「軽率な結婚が増
えたから」女性38．5％，男性37．2％，「仕事をする女性が増えたから」女性37．9％，男性
37．0％，「世間体を気にする人が少なくなったから」女性25．7％，男性23．6％，「だらしの
ない弱い男性が増えたから」女性21．1％，男性19．6％である。「仕事をする女性が増えたか
ら」という項目に多く責を帰していることに関しては，前間の分析から多少の疑問が残る。
　6位から11位では男女の回答に差が出ている。女性回答では「個人本位の夫が増えたか
ら」14．7％，「家族全員の結束が薄れてきたから」14．6％，「個人本位の妻が増えたから」
14．3％，「離婚に関する情報が増えたから」12．1％，「親の世代と同居しない夫婦が増えた
から」9．6％，「家庭内で妻の発言力が強くなったから」9．2％となっているのに対し，男性
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離婚が増えている原因
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　また収入がそれ以上になると多く忍耐を求め
ようとしていることが分かる。「仕事をする女性が増えたから」とする女性の相対的に多い
層は，大卒46．3％，離婚はしない方がよいと考えている層49．7％，女性が職業を持つこと
は女性の社会的地位を高めることにはつながらないと考えている層49．4％，また女性は職
業を持たない方がよい、と考えている層50．0％，あるいはごく最近働き始めた層45．9％等で
ある。結局「女性の職業が離婚増加の原因となる」というのは，ごく最近働き始めて自分
自身の収入が多少得られるようになった女性が以前ほど忍耐をしなくなったという事実が，
女性は職業を持つべきではないとする固定観念により，増幅されて造り上げられた偏見で
はないのだろうか。ずっと職業を継続し，ある程度収入も確保されている女性はむしろ忍
耐強くなり，本調査以外の調査によっても離婚率は低いことが指摘されている。
7．今後の課題
昭和50年から60年にかけて設定された「国連婦人の十年」を通して，我が国でも女性の
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地位向上のために様々な施策が講じられてきた。この中でも「あらゆる分野への男女の共
同参加」ということが，男女差別をなくす最終的な目標として共通に確認されたことは，
これまでの女性解放運動史上に新たな局面を開くものであった。「国連婦人の十年」の後半
5年間は，我が国政府の行動目標もこの点に置かれ，いろんな機会を通じて積極的な啓発
活動が行われてきた。この流れのなかで，女性の職場進出もめざましい進展を遂げ，今や
家庭婦人の三人に二人までが何らかの職業を持つまでに至っている。
　しかし，「男は仕事，女は家庭」という伝統的な男女の役割分担の考え方は，いまだに根
強く人々の心を支配しており，妻は夫に働く男性としての，また夫は妻に家庭的な女性と
しての役割を期待し続けている。このような状況下での女性就労は，家事・育児の負担が
依然として民需に残されたままであり，いきおい育児期間は中断しその後再就職をすると
いうM字型就業構造にならざるを得ない。
　しかしながら，調査にも現れていたように，中断後詰就職の妻たちは決してバラ色の生
活を送っているわけではない。その仕事の内容，収入などにもよるが，彼女たちの生活へ
の満足感，生きがい感は総じてあまり高いものではない。このことは両側にもそのまま反
映され，家庭生活そのものも面白いものではなくなっている。4さらにこのようなことから
女性の中には結婚を回避したり，離婚を選択しようとする者も徐々に増えてきている。
　他方，これまでずっと職業を継続してきた妻たちは，家庭生活に関しても専業主婦より
むしろ多くの満足感を得ている。ここでは，財産の面でも，家事労働の面でもほんの少し
ではあるが，夫婦が平等であるような構造に近づいており，さらに家庭内でのコミュニケー
ションも増加する傾向にあり，このことがまた夫側の満足感をも高めている。
　以上のことから，まさに「あらゆる分野への男女の共同参加」こそが真の意味での男女
の連帯を形成するものであることが分かる。そして，これを実現するためには，女性が継
続して職業を持てるような態勢を整えるとともに，男性の家庭参加を一層促進することが
是非とも必要であることが指摘できる。そのためには，「男は仕事，女は家庭」といった，
伝統的な役割分担の観念を払拭するために，現在，学校教育においては家庭科の男女共学
が，また社会教育においては「婦人学級」「父親講座」などの開設が企られているが，今後
さらにこれらの試みを充実させるとともに，ますます発展させ広く社会に浸透させていく
たゆまぬ努力が必要であろう。さらに男女雇用機会均等法が施行されるに至った現在，か
くして男女がともに職業も家庭も担っていって無理のないような社会環境作りも，行政や
労働組合が一丸となって行う必要があると思われる。つまり「あらゆる分野への男女の共
同参加」とは，これまでの男女のあり方に対するまさに革命的な提言なのである。
